
事業名

担当課 課長名

目的

内容・方法

自己 改善 一次 再構築 二次 再構築

再構築

時期（期限）

Ｒ２．１０

Ｒ２．１２

Ｒ３．３

Ｒ３．４～

Ｒ３．４～

単位
基準年度
（Ｈ３０）

Ｒ２ Ｒ３

件 21 25 31

Ｒ１（決算見込） Ｒ２ Ｒ３

1,560,000 1,300,000 3,250,000

0.07 0.07 0.07

４　経費等の見込み

事業費（予算）　単位：千円

概算職員数　単位：人

町民周知 新たな制度について広報やＨＰで周知を行う。

３　改善後の事業が目標とする成果

指標の名称
※原則として評価時と同一
住宅用スマートエネルギー
設備導入件数／年

目標とする成果の設定理由

項目名 具体的な改善等の内容

再構築内容の検討 再構築内容について内部で調整する。

新たな補助制度の構築により、導入件数の増加が見込め
るため。

予算要求 制度改正に合わせた予算要求を行う。

要綱案の作成 再構築内容に合わせた要綱案を作成する。

新制度実施 新たな制度を開始する。

１次評価のとおり、「スマートハウス」や「ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）」に対する補助等、環境
負荷の低減に資する新たな施策を構築するととも
に、事業効果を高めるためにも、引き続き節電意識
の向上に向けた周知啓発等の取組みを実施するべ
きである。

国が目標とする2020年度までのZEH普及の状況を踏
まえ、2021年度予算において、「スマートハウス」や
「ZEH」に対する補助等として再構築するとともに、節
電を含めた効率的なエネルギー利用についての周
知啓発についても行なっていきたい。

町の最終方針

現行の補助金について、「スマートハウス」や「ZEH」に対する補助等として再構
築し、令和3年度以降のスタートに向けて取り組む。
また、節電を含めた効率的なエネルギー利用についての周知啓発を進めるもの
とする。

２　町の最終方針を実施するための具体的な方法

住宅用太陽光発電設備の設置者に対し、設備の設置等に要する経費を補助することで、
再生可能エネルギーを有効に利用し、環境に対する負荷の軽減を図る。

住宅用太陽光発電設備（出力１０キロワット未満）の設置等に要する経費に対し、最大出
力値（単位はキロワット）に１５，０００円を乗じて得た額（１，０００未満切捨て）　上限５２，
０００円

１　評価結果及び町の最終方針

今後の方向性に係る意見等（最終） 評価結果を踏まえた所管課の対応案

令和元年度事務事業評価及び特定分野評価に係る改善計画書

住宅用太陽光発電設備設置事業補助金

環境課 城所　浩章

事業の目的と実施内容



工程名 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

内部での再構築案検討・作成

町上層部との調整

予算要求に係る資料作成

予算要求

要綱案作成

総務課との調整、決裁

実施に向けた事務処理の確認

実施

広報掲載依頼

ＨＰ作成・掲載

広報掲載

予算要求

要綱案の作成

新制度実施

町民周知

５　改善等工程表
項目名
（２　町の最終方針を実施するための具体
的な方法と一致）

令和元年度 令和２年度 令和３年度

再構築内容の検討


